
 

 

 

 
 
 

 
 
 

  

 

 

平成 28 年度に策定した計画を改訂しましたので、計画期間の 

10 年間（平成 29 年度～令和８年度）について、そのまま継続 

し、内容について改訂いたしました。 

 

建築物系公共施設及びインフラ系公共施設とします。 

（※インフラ系公共施設：道路（町道、農道、林道を含む）、橋りょう、上・下水道）

 

我が国では厳しい財政状況が続くなか、人口減少や少子高齢化の課題に加えて、高度成長期に整備された公共施設等（公

共施設及びインフラ資産）の老朽化対策が大きな課題となっており、総務省は平成 26 年 4 月に「公共施設等の総合的か

つ計画的な管理の推進について」全ての自治体に対し公共施設等総合管理計画を策定することを要請し、平成 28 年度に

安平町公共施設等総合管理計画を策定しました。 

今回の改訂は、国の策定方針の改訂に加え、北海道胆振東部地震以降の公共施設の現状、人口推計や将来にわたる課題

等を客観的に整理し、長期的な視点を持って公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進することを目的として見直しを

行いました。

  

 

 

 

  

 

　　　　　　　　　　 

 　 

 

本町の総人口は、昭和 55 年以降減少を続けています。今後も

この傾向が継続し、令和２年に 7,339 人であった総人口が令和

27 年には 4,872 人になると予想されます。 

特に生産年齢人口は、令和２年の 3,873 人（52.8%）から

令和 27 年には 2,192 人（45.0%）になると予想されます。
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1.　公共施設等総合管理計画を改訂しました

本町が保有する建築物系公共施設、インフラ系公共施設を合わせた

更新費用は、平成2９年から令和8年の10年間での年平均が約18.5

億円となります。平成 28 年度に本計画策定した推計値の約 2 倍と

なり、その要因が北海道胆振東部地震による被災施設の建て直しや災

害復旧事業による費用が大きな要因となっています。

●総人口及び年齢 3 階層別人口の推移と見通し

本町の建築物系公共施設は２５３施設、総延床面積 1４．５万㎡

です。このうち４割以上の建築物系公共施設が大規模修繕時期であ

る築 30 年を経過しており、老朽化が進行しています。 

また、インフラ系公共施設に関しても、老朽化が進行する事が　

予想されており、今後多額の更新費用が必要となります。

2.　本町の公共施設等を取り巻く現状や課題は？

3.　公共施設等にかかる課題の整理

●普通建設事業費、災害復旧事業費及び維持補修費の実績値及び推計値
●建築物系公共施設の 

建築年度別延床面積

1. 大規模改修修繕・更新費用の増加と財政運営の困難化 

■大規模修繕の目安となる築 30 年以上を経過した施設が 4 割以上

を占め、老朽化による大規模修繕に必要な費用が今後増加するこ

とが懸念されます。 

■人口減少に伴い町の主要な財源である町税が大きく減少するこ

とが懸念されます。

2.老朽化、耐震性能にかかる安全性の問題 

■耐震性を有していない又は有していない可能性のある施設

が全体の 2 割近くに上り、耐震診断、耐震改修の実施を検討

する必要があります。 

■築30年以上の施設が全体の4割以上を占めるため老朽化に

よる事故を防ぐためにも、計画的な改修を実施していく必要

があります。

3.人口減少や少子高齢化に伴う町民ニーズの変化 

■本町の人口は減少傾向で、特に少子化による年少人口の減少は著

しい傾向にあります。一方、老年人口の全人口に占める割合は増

加傾向にあります。こうした人口構造の変化により、公共施設等

に対する需要も変化していくため、公共サービスの質を低下させ

ないために、町民ニーズを的確に把握し、柔軟に対応していく必

要があります。



 

 
 
 

 

 
 

 

5.　施設類型ごとの管理に関する基本的な方針

【町民文化系施設】 

■公民館は、複合的施設への改修、
耐震改修や設備更新を含めて、
計画的な改修・整備を行います。 

■まち・あいステーション（ラピ
ア）は、街中賑わい創出の拠点
施設として再活性化に向け検討
します。

【道路】 

■町道の主な路線は、道路施設修繕計
画に基づき、計画的に整備を進めま
す。園らの路線についても年次計画
により経過地域の整備状況・劣化状
況・更新サイクル等に合わせて修繕
工事等を実施します。

2. 施設維持に係るコストの抑制と財源確保 

■将来的な行政サービスの維持に必要となる施設は、修繕・更新

に係るコストの抑制に努めるとともに、維持管理や運営コスト

の削減に努めて、修繕・更新コストの確保に努めます。 

■コスト削減の推進と同時に、新たな財源の確保や民間資本活用

の検討も進めていきます。 

■今後の人口動向や財政状況等を踏まえ、施設の統合や廃止を検

討します。最適な保有量の検討や施設評価を実施するなどによ

り、不要な施設は見直しや廃止を進め、必要な施設のみを残し

ていくことで、総量の削減を図ります。

2. 安全確保の実施方針と計
画的な管理 

■日常的、定期的な点検・診断の
効率的な実施のため、点検・診
断結果のデータベース化やマ
ニュアル整備を行います。 

■残さない施設の除却、利活用を
推進します。 

■現状維持かつ未耐震の施設は、
役割や利用状況に応じて、耐震
化工事を順次実施します。

【ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設】 

■合宿所は、大学・企業等のスポ
ーツ合宿誘致を推進し、スポー
ツ交流人口の増大を図ります。 

■公民館に合宿機能を有した複合
施設としての大規模改修を行い
ます。 

■物産館は、現状を維持しつつ、
将来的に観光協会への移管や道
の駅への集約等について検討し
ます。

【公園・水道施設 

・下水道施設】 

■公園は、令和 4 年度に
改訂した「公園施設長
寿命化計画」に基づ
き、適切な維持管理を
進め、子ども達の安全
に配慮した遊び場、交
流の場の確保に努め
ます。 

■浄水場は、「安平町水
道ビジョン」に基づ
き、施設の適切な維持
管理を行います。 

■浄化センターは、「ス
トックマネジメント
計画」に基づき、適切
な維持管理を行いま
す。

3. 長寿命化の実施方針 

 

■現有施設の有効活用を考慮し、

ライフサイクルコスト縮減が

見込める施設を長寿命化の対

象とします。 

■各施設の特性や緊急性、重要性

により、施設の長寿命化を進

め、機能の維持と更新費用の抑

制に努めます。

【学校教育系施設】 

■学校は、安全で快適な教育環
境の確保や、施設の長寿命化
を図るとともに、施設の計画
的な改修整備を行います。 

■未来を担う子どもたちを育成
するために、良好な教育環境
の実現に向けて検討します。 

■追分小学校の老朽化、少子化
の影響、小中一貫教育の推進
を踏まえ、追分中学校との統
合による義務教育学校につい
て検討していきます。

7.総合的かつ計画的な管理
を実現するための方策 

■研修の実施等、庁内でのマネ

ジメント意識の共有を図りま

す。 

■PPP/PFI の導入等による民

間との連携を図ります。

【上水道】 

■平成 29 年に統合した上水道事業を
継続させるため効率的な維持管理と
水道料金の見直しについて検討して
いきます。 

■安心で安定した水供給を図るため、
水道管路・施設の計画的な改修整備
を進めていきます。

インフラ系公共施設
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【子育て支援施設】 

■子ども園は、「公私
連携」による民間
事業者による運営
を継続していきま
す。 

■「遊び込める園庭」
を地域住民と協働
で作り、心と体を
育む環境整備を教
育の柱に捉え、特
色ある円運営を展
開します。

建築物系公共施設（抜粋）

【保健・福祉施設】 

■グループホームさかえ、デイサ
ービスセンター「サックル」は、
今後も指定管理者制度による運
営・管理を実施します。 

■高齢者福祉施設は、今後も委託
による運営・管理を実施し、大
規模修繕等を除く修繕等を包括
して委託していきます。 

■保健センターは、新築や廃止、
事業縮小等は行わない方針のた
め、計画的な修繕を行います。

【行政系施設】 

■平成 29 年に早来
庁舎を増築し、平
成 30 年に早来庁
舎を総合庁舎とし
て窓口業務の集約
化 を 図 り ま し た
が、住んでいる地
区での利便性に差
異が生まれないよ
う、追分地区の利
便性の維持に努め
ていきます。

【公営住宅等】 

■「安平町住生活基本計画
住宅総合計画」と「安平
町公営住宅等長寿命化計
画」に基づき、計画的に
整備・改修・廃止を進め
るとともに、解体する公
営住宅等の跡地利用等に
ついて検討します。 

■町外からの移住に対応す
べく、公営住宅のみなし
特定公共賃貸住宅の導入
を進めていきます。

4. 住民ニーズの把握と変化に
対する柔軟性 

■住民ニーズの変化に対し柔軟に
対応できる施設づくりを行いま
す。

●施設類型別延床面積の構成比

4.　 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針

【橋りょう】 

■「橋梁長寿命化計画」は、将来的な
維持管理費の縮減と安全性・信頼性
を確保するため、定期点検結果によ
り計画を見直すとともに、年次計画
により修繕等を引続き実施します。

【下水道】 

■公共下水道事業等の計画的な実施に
努めるとともに、下水道ストックマ
ネジメント計画に基づき老朽化が進
む下水道施設・設備の整備改修を行
っていきます。 

■公共下水道計画区域外は、引き続き
合併浄化槽の設置を進めます。 

36.5%
公営住宅等

5. ユニバーサルデザイン化の
推進 

■ユニバーサルデザインに配慮し、
施設のバリアフリー化による利
便性の向上に努めます。

6. 脱炭素化の推進 

■公共施設等の脱炭素化に向け
た取り組みを推進します。


